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Ⅰ．はじめに
　地域統計データの利用においては、その初期から都道府県別統計や市区町村別統計が継続され
ているのに対して、さらに統計単位地域を細分して地域の実態をより詳細に表す「小地域統計」
の利用歴は長いものではない。その中でも「地域メッシュ統計」は、比較的早くから実用化され
てきた。単位地域は全て矩形となるので、不規則な図形となる行政境界線データを扱う必要がな
く、ＧＩＳの発達を待たずとも利用できた。逆に、ＧＩＳが普及した昨今では、そのデータの長
所にもかかわらず、十分な顧慮が行われなくなってきている。本稿では、地域メッシュ統計の現
在の利用環境を考え、その意義を検討する。特に、学部の教育環境における利用の容易性を重点
的に考察する。
Ⅱ．地域メッシュ統計について
　地域メッシュとは、対象地域を一定の規則で格子（grid）状の網の目（mesh）の区画に分割し
たものである。地域メッシュ統計とは、その各区画を単位地域とする統計データを編成したもの
である。総務庁（現総務省）統計局（1999） １）により指摘されている利点を簡約すると、下記の
点があげられる。
①各メッシュの大きさ及び形状がほぼ同一なので、メッシュ相互の計量的比較が容易。
②各メッシュの位置や区画が固定されているので行政区域の境域や地形・地物の変更の影響を受
けず、時系列的比較が容易。
③任意の地域について、該当メッシュのデータを合算することによりその地域のデータを取得で
きる。
④方眼状の形状から、位置表示が明確なため、位置や距離に関連した処理やコンピュータによる
地図化が容易。
　通常の地域統計データは、都道府県もしくは市区町村単位が基本であるが、1950年代前半に国
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策により多くの市町村で合併が行われ市町村が広域化したことなどにより、小地域統計すなわち
市区町村単位よりも小さな単位地域による統計の必要性が高まった。1965年国勢調査において首
都圏・中京圏・近畿圏において地域メッシュ統計が作成されたのが、日本における最初の本格的
な地域メッシュ統計の導入とされる。1970年国勢調査でも同様の統計が作成され、1975年以降の
各回国勢調査では全国について作成されてきている。事業所統計・工業統計・商業統計など国政
諸機関による他の統計調査においても地域メッシュ統計の導入が相次いだ。当初は、一般の利用
はマイクロフィルムからのハードコピーを利用する方法が中心だったが、急速なパーソナルコン
ピュータの高性能化と普及により、CDやMOディスクによるコンピュータデータファイル利用が
容易になった。
　地域メッシュによる各種統計を統合的に利用するには、メッシュの区画が一致しなければなら
ないが、国勢調査をはじめ上記のメッシュ統計の多くは、「標準地域メッシュ」と呼ばれる体系
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図１　メッシュの区画
に則っている（図１参照）。３次メッシュが「基準メッシュ」と呼ばれ、国土地理院発行の２万
５千分の１地形図（旧日本測地系ベースの旧図郭版）の図郭（図郭の経度幅（用紙左右）は７分
30秒、緯度幅（用紙上下）は５分）を縦横に各10等分した区画にあたり、近畿地方ではおよそ東
西920メートル余、南北1,100メートル余で、通称「１㎞メッシュ」と呼ばれる。
　地域メッシュの区画は格子状の網の目で表示できるため、不規則な形状である行政地域の地図
データや、それを処理する高度な地図処理ソフトを利用せずに、コンピュータで図化することが
比較的容易である。ここに、小地域統計のうちでも地域メッシュ統計が先行して実用化された理
由がある。もちろん、高性能・高価格なＧＩＳソフトのうちには、メッシュ地図を処理すること
のできるものもあるので、そうしたソフトを使用して地域メッシュ統計を利用するケースもある。
しかし、教育現場等で限られたマシン上のあるいは経済的な資源の中で、現有の汎用ソフトを利
用して小地域統計を扱う試みも行われている。近年では、関ほか（2001） ２）、牛ほか（2004） ３）が
それにあたる。また、近年の人文分野での地域メッシュ統計関連研究として、小池ほか （2001） ４）、
玉川ほか（2002） ５）、古川（2003） ６）、上野（2004） ７）などがある。
Ⅲ．本稿での対象地域とデータ処理
　本稿では、こうした趣旨から、おもな処理プログラムとして、財団法人統計情報研究開発セン
ターがそのＷＥＢサイト８）上で無償公開している「地域メッシュナビゲーター」を使用した。財
団法人統計情報研究開発センターは、国勢調査などの地域メッシュ統計のコンピュータ用データ
ファイルの頒布元でもある。「地域メッシュナビゲーター」は、「Microsoft Access」を用いて開
発されており、市販の地図ソフト「ProAtlas」（アルプス社）と連携して、基準メッシュデータを
処理・地図表示するプログラムである。
　本稿で用意した地域メッシュ統計のデータは、1970年・1985年・1990年・1995年・2000年の各
年次の国勢調査によるもので、２次メッシュ「5235」（国土地理院発行20万分の１地勢図「京都及
大阪」の図郭に該当）のファイルを入手した。この区画は、北東部に京都市、南西部に大阪市、
南東部に奈良市が位置し、大都市圏の都心部とベッドタウン、関西文化学術研究都市、北摂から
丹波にかけての山間部など、多様な地理的特色を示す各地域を包含しており、まさに近畿圏の縮
図ともいえる。ファイルは、テキスト形式で提供されるため、まず「Microsoft Excel」を用いて
データ項目を読み込み、必要により統計指標の計算を行ったのち「Microsoft Access」にインポー
トして、「地域メッシュナビゲーター」による処理を行った。必要に応じて、「5235」メッシュか
ら一部地域を取り出して拡大して考察も行った。具体例を図４～図８に示した。
Ⅳ．おわりに
　こうしてみると、市区町村の行政界よりもミクロなレベルで考察するのに、地域メッシュ統計
が有用であることが改めて確認できた。しかし、図化による直観的把握が中心であったので、「5235」
すなわち「京都及大阪」ならではの地域的特色についてさらに精緻な計量的・空間的な把握の手
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法を確立することが必要である。
　本稿提出後に、前述の財団法人統計情報研究開発センターがそのＷＥＢサイトでは、新たに
「小地域簡易ビュアー」の無償公開が始まった。このソフトは、より本格的なＧＩＳ機能を持ち、
空間解析も可能となっている。その活用により教育現場での本格的なメッシュ統計の利用の可能
性を広げるものとして期待されるので、今後その方法を検討したい。
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図２　メッシュデータの読み込み過程（ExcelからAccessへのインポート）
図３　分析対象地域
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図４　総人口
図５　性　　比
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図６　老年人口割合
図７　人口増加数（1995～2000）
　現在、総務省統計局のＷＥＢサイト９）において「統計ＧＩＳプラザ」と称して、小地域統計
データを扱った、ＷＥＢ－ＧＩＳの稼働とデータダウンロードサービスが実施されている。特に、
ＷＥＢ－ＧＩＳに関しては、ＧＩＳを熟知していなくても、端末のブラウザからマウスで操作す
るだけで、小地域統計データのハンドリングと地図作成を実現する、教育目的にも非常に有用な
サービスである。ただし、小地域統計データが町丁・字等別のものになっており、１市町村内で
も各町丁や字の広さは極端に違っており、ＧＩＳ初心者が適切な統計地図を作成するのは必ずし
も容易とは言い切れない。その点、地域メッシュ統計は単位地域の形状・面積がほぼ同じなので、
このサービスにおいて地域メッシュ統計の利用も可能になれば、サイトの使い勝手も非常に向上
すると思われる。
＜付記＞
　本稿で使用したデータの一部は、平成15年度奈良大学研究助成（「関西学研都市地域における人
口の時空間分析と土地利用変化のモデル構築」）により入手したものである。
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図８　男のみ抽出
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